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・これまでのＴＰＰ交渉の過程では、繊維分野がセンシティブ扱いされ、かつ
　ヤーンフォワードを前提とした非常に厳しい原産地規則が議論されている
　と聞いている。
・日本はこれまでＡＳＥＡＮや主要国とのＦＴＡで、２工程基準を採用してきて
　おり、今後拡大する広域経済連携との整合性を保つ上でも非常に重要と
　思うので、ＴＰＰ交渉においても２工程基準を主張し、日本の繊維貿易・
　投資の拡大に資するルールの構築をスピーディに目指して頂きたい。

    日本繊維産業連盟

　物品市場アクセス

・ＴＰＰ交渉参加による最大のメリットは、繊維製品の関税率が総じて高い（日本
　の２～３倍）米国市場アクセスの改善と考えられる。

・日本の繊維貿易は、中国を中心とするアジア地域とのウエイトが非常に高い
　が、米国向け繊維輸出は、今なお日本の繊維輸出全体の８％を占めており、
　かつ輸出額が輸入額を上回る数少ない繊維貿易黒字相手国となっている。
　今後、米国市場アクセスが改善（関税自由化）された場合の効果は大きいと
　考えている。

・さらに、自動車、エレクトロニクス、医療分野など繊維業界のユーザー業界の
　米国向け輸出が維持、拡大されれば、産業資材分野の需要拡大にもつなが
　ることが期待され、日本が得意とする高性能・高機能繊維のさらなる拡大の
　チャンスと捉えている。（繊維分野以外での関税撤廃も間接的な波及効果が
　期待できる。）

　原産地規則


